
 

令和 5年 9 月議会市長定例記者会見 

 

日  時  令和 5年 8月 25 日（金）  

午前 11時～ 

会  場  401 会議室 

１ 決算 

№ タイトル 担当課 頁 

1 令和 4年度決算概況 財政課 １ 

２ 補正予算 

№ タイトル 担当課 頁 

2‐1 各会計予算規模（令和 5年度） 

財政課 

４ 

2－2 
9 月補正予算（案）の概要 

8月 3日付専決補正予算の概要 
５ 

3 市道除雪作業報償金制度について 道路課雪対策室 １０ 

 



◎ 各 会 計 決 算 状 況
（単位：千円）

（単位：千円）

△ 265,308 ※

293,509 ※

※

※

※　資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額は損益勘定留保資金などで補填している。

一 般 会 計

令 　 和 　 ４ 　 年 　 度 　 決　  算 　 概  　況

後期高齢者医療特別会計 2,368,555 2,330,884

△ 6,182,507

0

616,701 3,279,178

19,198 16,128

△ 2,662,477

26,002,085 9,993,883

収益的収入 ①

16,176,390

収益的支出 ②

2,484,799

37,671

400,189病 院 事 業 会 計

9,245,129 8,858,924ガ ス 事 業 会 計

特 別 会 計 合 計

総 合 計
（一般会計＋特別会計）

2,750,106

工 業 用 水 道 事 業 会 計 0

公 営 企 業 会 計 合 計

水 道 事 業 会 計 5,311,405

3,070

27,689,184

6,581,028

1,687,098

1,269,623

介 護 保 険 特 別 会 計

国民健康保険特別会計

診 療 所 特 別 会 計 375,535

16,798,410

23,263,333

375,535

（ウ）－（エ）（オ）

実 質 収 支

（ア） （イ）

歳 入 歳 出 差 引

（エ）

歳 入 歳 出

（ア）－（イ） （ウ）

翌 年 度 へ 繰 越
す べ き 財 源

0

43,270,971 42,757,832

23,728,471

会 計 名

513,139

収入支出差引
①－②

資本的収入 ③ 資本的支出 ④

154,861,050 148,354,120

10,330

111,590,079 105,596,288 5,993,791 295,902

0

5,697,889

16,788,080 10,330

0 465,138

0 37,671

会 計 名

00

179,959386,205 1,413,593

465,138

令 和 3 年 度

実 質 収 支

0

36,290

235,029

△ 1,233,634

収入支出差引
③－④

0

277,039

6,211,0286,506,930 295,902

下 水 道 事 業 会 計

0 513,139

4,784,600

112,653

86,086

△ 123,150

5,019,629

9,359,030 9,065,521 8,920,184 11,083,430 △ 2,163,246

配 布 資 料

資料№ １

担当課 財 政 課

表中の金額は、表示単位未満で
調整しているため、合計とその内
訳が一致しない場合があります。
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◎ 一 般 会 計 決 算 状 況

歳　　入
（単位：千円）

決 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 比 較 増減率 当初予算 比較 増減率

（Ａ） % （Ｂ） % （Ｃ） % （Ｃ-Ａ） % （Ｃ-Ｂ） %

1 市 税 30,080,989 27.0 30,456,180 31.1 31,169,004 27.9 1,088,015 3.6 712,824 2.3

2 地 方 譲 与 税 1,072,722 1.0 1,118,700 1.1 1,078,236 1.0 5,514 0.5 △ 40,464 △ 3.6

3 利 子 割 交 付 金 16,765 0.0 9,200 0.0 8,173 0.0 △ 8,592 △ 51.3 △ 1,027 △ 11.2

4 配 当 割 交 付 金 138,782 0.1 78,800 0.1 118,328 0.1 △ 20,454 △ 14.7 39,528 50.2

5 株式等譲渡所得割交付金 146,887 0.1 51,500 0.1 82,532 0.1 △ 64,355 △ 43.8 31,032 60.3

6 法 人 事 業 税 交 付 金 534,375 0.5 581,900 0.6 528,823 0.5 △ 5,552 △ 1.0 △ 53,077 △ 9.1

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,732,976 4.3 4,574,200 4.7 4,868,373 4.4 135,397 2.9 294,173 6.4

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 22,355 0.0 21,700 0.0 22,263 0.0 △ 92 △ 0.4 563 2.6

9 環 境 性 能 割 交 付 金 74,658 0.1 154,800 0.2 73,810 0.1 △ 848 △ 1.1 △ 80,990 △ 52.3

10
国有提供施設等所在市町村
助 成 交 付 金

26,727 0.0 26,727 0.0 27,615 0.0 888 3.3 888 3.3

11 地 方 特 例 交 付 金 651,736 0.6 145,900 0.1 212,528 0.2 △ 439,208 △ 67.4 66,628 45.7

12 地 方 交 付 税 24,553,699 22.1 22,660,000 23.2 24,040,032 21.5 △ 513,667 △ 2.1 1,380,032 6.1

13 交通安全対策特別交付金 21,826 0.0 20,100 0.0 20,197 0.0 △ 1,629 △ 7.5 97 0.5

14 分 担 金 及 び 負 担 金 340,413 0.3 292,182 0.3 271,862 0.2 △ 68,551 △ 20.1 △ 20,320 △ 7.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1,669,783 1.5 1,631,098 1.7 1,559,673 1.4 △ 110,110 △ 6.6 △ 71,425 △ 4.4

16 国 庫 支 出 金 18,691,026 16.8 11,432,247 11.7 15,823,239 14.2 △ 2,867,787 △ 15.3 4,390,992 38.4

17 県 支 出 金 7,387,823 6.6 7,275,050 7.4 7,971,246 7.1 583,423 7.9 696,196 9.6

18 財 産 収 入 494,071 0.4 264,587 0.3 290,286 0.3 △ 203,785 △ 41.2 25,699 9.7

19 寄 附 金 43,139 0.0 50,111 0.1 127,784 0.1 84,645 196.2 77,673 155.0

20 繰 入 金 2,612,775 2.3 1,281,361 1.3 3,770,017 3.4 1,157,242 44.3 2,488,656 194.2

21 繰 越 金 4,817,449 4.3 1,600,000 1.6 6,241,413 5.6 1,423,964 29.6 4,641,413 290.1

22 諸 収 入 4,133,349 3.7 3,666,115 3.7 3,366,811 3.0 △ 766,538 △ 18.5 △ 299,304 △ 8.2

23 市 債 9,033,711 8.1 10,389,934 10.6 9,917,834 8.9 884,123 9.8 △ 472,100 △ 4.5

歳 入 合 計 111,298,037 100.0 97,782,392 100.0 111,590,079 100.0 292,042 0.3 13,807,687 14.1

歳　　出
（単位：千円）

決 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 決 算 額 構成比 決 算 比 較 増減率 当初予算 比較 増減率

（Ａ） % （Ｂ） % （Ｃ） % （Ｃ-Ａ） % （Ｃ-Ｂ） %

1 議 会 費 417,294 0.4 429,914 0.4 421,991 0.4 4,697 1.1 △ 7,923 △ 1.8

2 総 務 費 13,007,734 12.4 11,466,569 11.7 13,355,399 12.6 347,665 2.7 1,888,830 16.5

3 民 生 費 31,983,574 30.4 29,381,995 30.0 30,269,772 28.7 △ 1,713,802 △ 5.4 887,777 3.0

4 衛 生 費 8,416,988 8.0 7,374,809 7.5 7,486,656 7.1 △ 930,332 △ 11.1 111,847 1.5

5 労 働 費 143,899 0.1 120,300 0.1 133,856 0.1 △ 10,043 △ 7.0 13,556 11.3

6 農 林 水 産 業 費 4,544,844 4.3 2,984,331 3.1 3,455,549 3.3 △ 1,089,295 △ 24.0 471,218 15.8

7 商 工 費 6,667,959 6.3 3,682,677 3.8 6,550,132 6.2 △ 117,827 △ 1.8 2,867,455 77.9

8 土 木 費 13,300,124 12.7 12,178,262 12.5 13,190,046 12.5 △ 110,078 △ 0.8 1,011,784 8.3

9 消 防 費 2,931,994 2.8 2,971,034 3.0 2,906,209 2.8 △ 25,785 △ 0.9 △ 64,825 △ 2.2

10 教 育 費 9,061,829 8.6 9,333,046 9.5 9,758,427 9.2 696,598 7.7 425,381 4.6

11 災 害 復 旧 費 320,011 0.3 29,298 0.0 352,133 0.3 32,122 10.0 322,835 1,101.9

12 公 債 費 14,260,375 13.6 17,730,156 18.1 17,716,118 16.8 3,455,743 24.2 △ 14,038 △ 0.1

13 諸 支 出 金 0 0.0 1 0.0 0 0.0 0 0.0 △ 1 △ 100.0

14 予 備 費 0 0.0 100,000 0.1 0 0.0 0 0.0 △ 100,000 △ 100.0

歳 出 合 計 105,056,624 100.0 97,782,392 100.0 105,596,288 100.0 539,664 0.5 7,813,896 8.0

6,241,413 － 0 － 5,993,791 －歳 入 歳 出 差 引 額

令 和 3 年 度 令 和 4 年 度 比 較 増 減

令 和 3 年 度 令 和 4 年 度 比 較 増 減
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表１：地方財政状況調査に基づく比率等

90.2 ％ 94.6 ％

表２：地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率等

－ ％ － ％ 11.25 ％ 20.00 ％

－ ％ － ％ 16.25 ％ 30.00 ％

67.9 ％ 61.4 ％ 350.0 ％

－ ％ － ％

※いずれの比率も早期健全化基準又は経営健全化基準以下である。

表３：基金残高（一般会計の積立基金） （単位：千円）

表４：市債残高等（一般会計） （単位：千円）

(うち通常分の市債現在高)

33,862,203 30,320,463 △ 3,541,740
市債現在高のうち交付税
措置分を除いた実質負担額

120,104,845 112,670,000 △ 7,434,845

債 務 負 担 行 為 現 在 高 18,731,834 16,175,980 △ 2,555,854

令和3年度 令和4年度 増減額

市 債 現 在 高

減 債 基 金 139,028 44,025 △ 95,003

財 政 調 整 基 金 8,682,355 7,598,599 △ 1,083,756

％ 35.0 ％

令和3年度 令和4年度 増減額

※当市は、実質黒字でありかつ資金不足となっている特別会計がないので「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」及び「資金不
　足比率」はない。

10.6

早期健全化基準

実 質 公 債 費 比 率

資 金 不 足 比 率

将 来 負 担 比 率

経営健全化基準　20.0 ％

11.2 ％ 25.0

連 結 実 質 赤 字 比 率

令和3年度

％

令和4年度

経 常 収 支 比 率

令和3年度

0.585

75,425,017 69,724,392 △ 5,700,625

財政再生基準

財 政 力 指 数

令和4年度

0.597

実 質 赤 字 比 率
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令和４年度
当初予算額

令和５年度
当初予算額

前年度
当初比 9月補正後予算額

（案）

今年度
当初比

A B B/A C C/B

97,782,392 94,793,141 ▲ 3.1 97,642,215 136,740 4,610,734 102,389,689 8.0

国 民 健 康 保 険 17,331,974 16,260,782 ▲ 6.2 16,260,782 ▲ 22,966 16,237,816 ▲ 0.1

診 療 所 444,305 432,668 ▲ 2.6 432,668 432,668 0.0

介 護 保 険 23,950,043 24,232,477 1.2 24,232,477 486,405 24,718,882 2.0

後 期 高 齢 者 医 療 2,295,825 2,400,234 4.5 2,400,234 37,670 2,437,904 1.6

工 業 用 水 道 事 業 清 算 0 146,980 皆増 146,980 297 147,277 0.2

病 院 事 業 3,695,793 3,271,413 ▲ 11.5 3,271,413 3,271,413 0.0

下 水 道 事 業 19,577,674 21,123,099 7.9 21,123,099 21,123,099 0.0

ガ ス 事 業 8,707,727 11,369,625 30.6 11,369,625 11,369,625 0.0

水 道 事 業 9,388,711 10,438,536 11.2 10,438,536 10,438,536 0.0

工 業 用 水 道 事 業 16,989 0 皆減 0 0 0.0

183,191,433 184,468,955 0.7 187,318,029 136,740 5,112,140 192,566,909 4.4

9月補正
予算額
（案）

事
 
業
 
会
 
計

（単位:千円、％）

各  会  計  予  算  規  模 （ 令 和 ５ 年 度 ）

合            計

会            計

一    般    会    計

現計予算額
8月3日

専決予算額

特
 
別
 
会
 
計

配 布 資 料

資料№ ２－１

担当課 財政課
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９月補正予算（案）の概要
 

〔単位：千円〕

■一般会計 …………………………   4,610,734千円

予算規模（補正前 97,778,955千円 → 補正後 102,389,689千円）

歳 入

① 地方特例交付金（ 209,700 → 204,123 ） ▲ 5,577 千円

地方特例交付金 千円

② 地方交付税（ 22,559,000 → 23,068,802 ） 509,802 千円

普通交付税 千円

③ 分担金及び負担金（ 236,806 → 239,060 ） 2,254 千円

令和5年発生農地、農業用施設災害復旧事業分担金 千円

④ 国庫支出金（ 12,757,593 → 12,762,563 ） 4,970 千円

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 千円

へき地児童生徒援助費等補助金 千円

⑤ 県支出金（ 6,950,880 → 7,100,072 ） 149,192 千円

千円

林道整備事業費補助金 千円

令和5年発生林道施設災害復旧事業補助金 千円

⑥ 財産収入（ 225,981 → 288,981 ） 63,000 千円

残余財産分配収入 千円

⑦ 繰入金（ 2,597,415 → 2,548,536 ） ▲ 48,879 千円

財政調整基金繰入金 千円

⑧ 繰越金（ 1,800,000 → 5,697,889 ） 3,897,889 千円

純繰越金 千円

⑨ 諸収入（ 3,020,412 → 3,074,895 ） 54,483 千円

売電収入 千円

後期高齢者医療制度療養給付費負担金精算金（過年度分） 千円

学校災害賠償保険金 千円

⑩ 市債（ 6,475,448 → 6,459,048 ） ▲ 16,400 千円

臨時財政対策債 千円

通園バス購入事業 千円

林道防災事業 千円

スクールバス購入事業 千円

三和区小学校統合事業 千円

令和5年発生林道施設災害復旧事業 千円

◆

▲ 5,577

509,802

2,254

7,150

▲ 2,180

農林水産業総合振興事業費補助金 139,186

▲ 175

10,181

63,000

▲ 48,879

3,897,889

42,320

9,508

2,655

▲ 32,700

1,800

200

4,700

4,700

4,900

配 布 資 料

資料№

担当課 財政課

２－２

5



歳 出

① 国県支出金等還付金 431,505 千円

国県支出金等還付金が当初の見込みを上回ることから不足分を増額
するもの。

② 財政調整基金積立金 1,948,945 千円

前年度の決算剰余金について、財政調整基金積立金を増額するなど
の整理を行うもの。

③ 情報システム事業 1,738 千円

行政分野においても利活用が期待される文章生成ＡＩ技術について、
活用の効果や課題を検討するための試行経費を増額するもの。

④ 文化施設管理運営費 1,813 千円

エネルギー価格等の高騰に伴い、ミュゼ雪小町の共益費負担金を増額
するもの。

⑤ 移住定住対策事業 7,070 千円

移住定住応援住宅取得費補助金等を、今後の申請見込みにあわせて増
額するもの。

⑥ 福祉施設建設事業 7,150 千円

介護保険施設の改修に係る補助金を増額するもの。

⑦ くるみ家族園管理運営費 7,689 千円

老朽化が著しいサウナ設備を更新する経費を増額するもの。

⑧ 公立保育所運営費 1,644 千円

保育園通園バスの購入費について、当初の見込みを上回ることから、
所要額を増額するもの。

⑨ ごみ焼却施設管理運営費 52,972 千円

クリーンセンターの廃棄物処理量が増加傾向にあったことから、燃
やせるごみの安定した処理体制を確保するため、所要額を増額する
ほか、クリーンセンター運営維持管理委託料について、物価高騰の
影響により不足が見込まれることから増額するもの。

⑩ 雇用対策事業 868 千円

就労促進家賃補助金を、今後の申請見込みにあわせて増額するもの。

⑪ 水田農業推進事業 139,186 千円

農産物の生産コストが増加している農業者の経営の安定化を図るた
め、県のエネルギー価格・物価高騰対策により、燃油使用量、電気
使用量及び肥料費の低減に資する農業用機械等の導入費の一部を支
援するもの。

⑫ 既設林道維持管理事業 0 千円

林道事業補助金の交付決定を受け、財源を組み替えるもの。

⑬ 商業振興支援事業 23,000 千円

地域商業活性化事業補助金を、今後の申請見込みにあわせて増額す
るもの。

◆

( 一般財源 431,505 )

( 一般財源 1,948,945 )

( 一般財源 1,738 )

( 一般財源 1,813 )

( 一般財源 7,070 )

( 国庫支出金 7,150 )

( 一般財源 7,689 )

( 市債 1,800、一般財源 ▲156 )

( 諸収入 42,320、一般財源 10,652 )

( 一般財源 868 )

( 県支出金 139,186 )

( 県支出金 ▲175、市債 200、一般財源 ▲25 )

( 一般財源 23,000 )
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⑭ 観光施設等管理事業 60,000 千円

リフレ上越山里振興株式会社の清算に要する費用を増額するもの。

⑮ 消融雪施設管理費 10,300 千円

消融雪施設の冬期前における修繕工事費が増嵩し、今後の修繕工事
費に不足が見込まれることから、所要額を増額するもの。

⑯ 除雪費 116,400 千円

除雪路線に指定していない市道において、共助による除雪作業を行
う町内会への支援として、新たに報償金制度を創設するほか、除雪
機械の冬期前における修繕料等が増嵩し、今後の修繕料等に不足が
見込まれることから、所要額を増額するもの。

⑰ スクールバス等運行事業 1,709 千円

スクールバスの購入費について、当初の見込みを上回ることから、
所要額を増額するほか、へき地児童生徒援助費等補助金の内定額に
あわせて、財源を組み替えるもの。

⑱ 三和区小学校統合事業 10,868 千円

令和7年度に予定する三和区の里公小学校、上杉小学校及び美守小
学校の統合に伴い、統合後の小学校として使用する里公小学校の改
修工事に係る実施設計のための経費を増額するもの。

⑲ 学校保健管理費 2,655 千円

平成25年に市立小学校において発生した人身事故について、相手方
との協議が整ったことから、損害賠償金を増額するもの。

⑳ 農地、農業用施設災害復旧費 24,144 千円

本年7月13日の豪雨により被災した農地の小規模災害復旧工事等に要
する経費を増額するもの。

㉑ 林業用施設災害復旧費 18,249 千円

本年2月の融雪により大島区菖蒲地内で被災した林道菱ヶ岳3号線の
復旧工事に要する経費を増額するもの。

㉒ 地方債元金償還費 1,742,829 千円

令和4年度決算剰余金を原資に第三セクター等改革推進債の繰上償還
を行うため、所要額を増額するもの。

◎ 債務負担行為(追加)

金谷地区公民館整備事業
期　間 令和5年度から令和6年度まで
限度額 552,255 千円

( 一般財源 60,000 )

( 一般財源 10,300 )

( 一般財源 116,400 )

( 国庫支出金 ▲2,180、市債 4,700、一般財源 ▲811 )

( 市債 4,700、一般財源 6,168 )

( 諸収入 2,655 )

( 分担金及び負担金 2,254、一般財源 21,890 )

( 県支出金 10,181、市債 4,900、一般財源 3,168 )

( 一般財源 1,742,829 )
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国民健康保険特別会計 ………………  ▲22,966千円

予算規模 (補正前 16,260,782千円 → 補正後 16,237,816 千円)

令和4年度決算に伴う剰余金の処分を行うもの。

◆歳   入

・ 財産収入 ( 18 → 19 ) ………………………………………………………………… 1 千円

・ 繰入金 ( 1,224,158 → 1,247,122 ) ……………………………………………………………22,964 千円

・ 繰越金 ( 56,260 → 10,329 ) ……………………………………………………………▲ 45,931 千円

◆歳 出

・ 基金積立金 ( 28,150 → 5,184 ) ……………………………………………………………▲ 22,966 千円

介護保険特別会計 …………………  486,405千円

予算規模 (補正前 24,232,477 千円 → 補正後 24,718,882 千円)

令和4年度決算に伴う剰余金の処分を行うほか、介護給付費負担金などの確定に伴い、返還
金を増額するもの。

◆歳   入

・ 繰入金 ( 3,724,335 → 3,745,604 ) ………………………………………………………………………21,269 千円

・ 繰越金 ( 1 → 465,137 ) ………………………………………………………………………465,136 千円

◆歳 出

・ 基金積立金 ( 15 → 232,584 ) …………………………………………………………… 232,569 千円

・ 諸支出金 ( 43,775 → 297,611 ) ……………………………………………………………253,836 千円

後期高齢者医療特別会計 …………………   37,670千円

予算規模 (補正前 2,400,234 千円 → 補正後 2,437,904 千円)

令和4年度決算に伴い、歳入において、繰越金を増額するほか、歳出において、保険料に係る過
年度精算分の確定を受け、新潟県後期高齢者医療広域連合への負担金を増額するもの。

◆歳   入

・ 繰越金 ( 1 → 37,671 ) …………………………………………………………………………………………37,670 千円

◆歳 出

・ 後期高齢者医療広域連合納付金 ( 2,348,988 → 2,386,658 ) ………………………………………………………………………37,670 千円

工業用水道事業清算特別会計 …………………   297千円

予算規模 (補正前 146,980 千円 → 補正後 147,277 千円)

令和4年度工業用水道事業会計の決算に伴う剰余金が当初の見込みを上回ったことから、歳入を
増額するとともに、歳出において、水道事業会計繰出金を増額するもの。

◆歳   入

・ 諸収入 ( 118,838 → 119,135 ) …………………………………………………………………………………………297 千円

◆歳 出

・ 工業用水道事業清算費 ( 146,980 → 147,277 ) ………………………………………………………………………297 千円

■

■

■

■
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８月３日付専決補正予算の概要
 

■一般会計 …………………………   136,740千円

予算規模（補正前 97,642,215千円 → 補正後 97,778,955千円）

7月13日の大雨により被災した農地、農業用施設等において、迅速な復旧対応を行うほか、
うみてらす名立の空調設備更新及び、予備費の復元を行うため、補正予算を専決処分した
もの。

歳 入

① 繰入金（ 2,486,475 → 2,597,415 ） 110,940 千円

財政調整基金繰入金 千円

② 市債（ 6,449,648 → 6,475,448 ） 25,800 千円

観光施設等管理事業 千円

歳 出

① 観光施設等管理事業 25,850 千円

② 農地、農業用施設災害復旧費 4,289 千円

③ 林業用施設災害復旧費 5,121 千円

④ 道路橋梁災害復旧費 2,596 千円

⑤ 予備費 98,884 千円

◆

( 一般財源 2,596 )

( 一般財源 98,884 )

110,940

25,800

◆

( 市債 25,800、一般財源 50 )

( 一般財源 4,289 )

( 一般財源 5,121 )
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配 布 資 料 

資料№ 3 

担当課 道路課雪対策室 

 

市道除雪作業報償金制度について 

 
１ 目的 

  除雪路線に指定していない市道において、共助による除雪体制を維持するため、地域が

行う除雪活動を支援する。 

 

２ 概要    

⑴ 対象者 

  町内会など 

 

⑵ 対象路線 

  除雪路線に指定していない市道（狭隘な市道）  

 

⑶ 対象期間 

  12 月 1 日から翌年 3 月 15 日まで 

 

⑷ 報償金の額 

  除雪延長1ｍあたり１回50円 

 

⑸ 除雪作業方法 

普通自動車１台が通行可能な程度に、小型除雪機や消雪パイプ等を使用して雪を除去

する作業で単価を統一 

 

⑹ 対象となる経費 

 ・除雪作業の労務費 

 ・除雪機械の燃料費、損料、諸経費 

 ・消融雪施設の電気料金、点検費、修繕費 

 

⑺ 除雪作業の実施回数 

上越市降雪予報地区（25地区）において、各地区の除雪事業者が出動した回数を上限

とする。なお、各地区ごとの除雪出動回数は市で確認し、対象者へ通知する。 

 

 ⑻ 報償金の算定例 

   市道100ｍを18回除雪した場合 

   100ｍ×50円×18回＝90,000円 

 

３ 制度の周知 

  市ホームページ、広報上越に制度概要等を掲載するほか、町内会へチラシの配布などを

行う。 

   


